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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次 
第63期 

第３四半期連結 
累計期間 

第64期 
第３四半期連結 

累計期間 
第63期 

会計期間 
自 2017年４月１日 
至 2017年12月31日 

自 2018年４月１日 
至 2018年12月31日 

自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日 

売上高 （千円） 13,443,616 15,025,462 19,043,872 

経常利益 （千円） 326,637 804,572 753,743 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（千円） 203,438 524,902 490,219 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 251,264 543,314 596,488 

純資産額 （千円） 5,944,810 6,705,916 6,289,852 

総資産額 （千円） 17,648,950 18,598,011 17,624,079 

１株当たり四半期（当期）純

利益 
（円） 32.09 82.82 77.33 

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 33.68 36.06 35.69 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） 662,947 594,639 1,058,486 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） △24,460 △54,965 △39,189 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） 111,652 △153,806 △427,350 

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高 
（千円） 1,829,522 2,057,197 1,671,330 

 

回次
第63期

第３四半期連結
会計期間

第64期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自 2017年10月１日
至 2017年12月31日

自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 21.61 66.73 

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

５ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。また、当社グル

ープは、単一の報告セグメントであり、当事業内容に関して記載しております。

 なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行っており

ます。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界経済の成長や堅調な企業収益を背景に、引き続き緩やかな

回復基調で推移いたしましたものの、米中貿易摩擦に端を発した経済の不確実性が、世界の実体経済に深刻な影響を

及ぼしつつあるなど、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。 

 当シャッター業界におきましては、民間設備投資が底堅く推移している中にあっても、未だ激しい受注競争が続

き、依然として厳しい環境にある中で、当社といたしましては、積極的な受注確保や、受注済み案件の採算改善など

の地道な努力を続けてまいりました。また、2018年9月以降に多発した大型台風の影響で、シャッター修理需要が急

激に高まったことにより、受注契約高が大きく増加いたしました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間における受注高は前年同期比20.9％増の17,190,759千円となり、売上高は前

年同期比11.8％増の15,025,462千円、営業利益は850,453千円（前年同期比481,795千円増加）、経常利益は804,572

千円（前年同期比477,935千円増加）、親会社株主に帰属する四半期純利益は524,902千円（前年同期比321,464千円

増加）となりました。

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて973,932千円増加し18,598,011千円と

なりました。

 流動資産では前連結会計年度末比1,074,565千円増加の10,640,415千円となり、固定資産では前連結会計年度末比

100,633千円減少の7,957,596千円となりました。

 流動負債では前連結会計年度末比583,050千円増加の10,217,845千円となり、固定負債では前連結会計年度末比

25,182千円減少の1,674,248千円となりました。

 純資産では前連結会計年度末比416,064千円増加の6,705,916千円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同期に比べ227,675千円増加の2,057,197千円と

なりました。その主な要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果得られた資金は前年同期に比べ68,307千円減少し、594,639千円となりました。 

 これは主に仕入債務の減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は前年同期に比べ30,504千円増加し、54,965千円となりました。 

 これは主に固定資産の取得によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は153,806千円（前年同四半期は111,652千円の獲得）となりました。

 これは主に短期借入金の純増減額の減少によるものです。

 

(3）経営方針・経営戦略等 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。
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(5）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間における研究開発費の金額は、195,583千円であります。なお、当第３四半期連結累計

期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,748,000

計 17,748,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（2018年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2019年２月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,387,123 6,387,123
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100株であり

ます。

計 6,387,123 6,387,123 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2018年10月１日～

2018年12月31日
－ 6,387,123 － 2,024,213 － 186,000

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    49,200
－

株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  6,295,600 62,956 同上、（注）１

単元未満株式 普通株式    42,323 － （注）２

発行済株式総数 6,387,123 － －

総株主の議決権 － 62,956 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権３個）含

まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式46株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

（％）

（自己保有株式）          

東洋シヤッター株式会社
大阪市中央区南船場

二丁目３番２号
49,200 － 49,200 0.77

計 － 49,200 － 49,200 0.77

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、栄監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2018年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,671,330 2,057,197 

受取手形及び売掛金 ※２ 4,553,599 ※２ 4,492,100 

電子記録債権 ※２ 1,229,952 ※２ 1,201,810 

仕掛品 893,865 1,467,261 

原材料及び貯蔵品 786,779 910,740 

その他 436,601 517,668 

貸倒引当金 △6,280 △6,363 

流動資産合計 9,565,849 10,640,415 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,085,853 1,986,730 

土地 4,141,141 4,141,141 

その他（純額） 512,430 522,673 

有形固定資産合計 6,739,425 6,650,546 

無形固定資産 417,966 395,181 

投資その他の資産    

投資有価証券 39,941 35,237 

退職給付に係る資産 566,414 595,950 

繰延税金資産 75,683 28,624 

その他 224,115 253,986 

貸倒引当金 △5,317 △1,930 

投資その他の資産合計 900,838 911,868 

固定資産合計 8,058,230 7,957,596 

資産合計 17,624,079 18,598,011 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2018年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※２ 4,424,039 ※２ 4,572,155 

短期借入金 ※１ 1,400,000 ※１ 1,800,000 

1年内返済予定の長期借入金 1,859,200 1,722,700 

リース債務 187,864 237,979 

未払金 521,442 700,627 

未払法人税等 119,203 160,553 

賞与引当金 237,028 242,432 

工事損失引当金 208,869 197,462 

製品改修引当金 94,366 70,103 

その他 ※２ 582,781 ※２ 513,831 

流動負債合計 9,634,795 10,217,845 

固定負債    

長期借入金 1,149,140 1,006,490 

リース債務 391,702 545,142 

長期未払金 125,303 92,081 

退職給付に係る負債 33,285 30,534 

固定負債合計 1,699,431 1,674,248 

負債合計 11,334,226 11,892,094 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,024,213 2,024,213 

資本剰余金 186,000 186,000 

利益剰余金 4,146,559 4,544,691 

自己株式 △45,973 △46,453 

株主資本合計 6,310,798 6,708,451 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 14,269 11,002 

退職給付に係る調整累計額 △35,215 △13,537 

その他の包括利益累計額合計 △20,946 △2,534 

純資産合計 6,289,852 6,705,916 

負債純資産合計 17,624,079 18,598,011 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年12月31日) 

売上高 13,443,616 15,025,462 

売上原価 9,942,740 10,886,370 

売上総利益 3,500,876 4,139,091 

販売費及び一般管理費 3,132,218 3,288,637 

営業利益 368,657 850,453 

営業外収益    

保険配当金 14,875 16,517 

その他 19,010 14,329 

営業外収益合計 33,885 30,847 

営業外費用    

支払利息 42,965 46,678 

シンジケートローン手数料 20,242 20,242 

その他 12,697 9,807 

営業外費用合計 75,906 76,728 

経常利益 326,637 804,572 

税金等調整前四半期純利益 326,637 804,572 

法人税、住民税及び事業税 76,760 240,720 

法人税等調整額 46,437 38,948 

法人税等合計 123,198 279,669 

四半期純利益 203,438 524,902 

親会社株主に帰属する四半期純利益 203,438 524,902 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年12月31日) 

四半期純利益 203,438 524,902 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 4,382 △3,267 

退職給付に係る調整額 43,443 21,678 

その他の包括利益合計 47,825 18,411 

四半期包括利益 251,264 543,314 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 251,264 543,314 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 326,637 804,572 

減価償却費 300,334 321,734 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,930 △3,302 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,662 △2,750 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △29,696 △29,536 

賞与引当金の増減額（△は減少） △179,529 5,403 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 75,668 △11,406 

製品改修引当金の増減額（△は減少） △56,416 △24,262 

受取利息及び受取配当金 △1,470 △1,362 

支払利息 42,965 46,678 

持分法による投資損益（△は益） 1,781 － 

売上債権の増減額（△は増加） 276,244 92,936 

たな卸資産の増減額（△は増加） △599,997 △697,357 

仕入債務の増減額（△は減少） 656,429 148,116 

前受金の増減額（△は減少） 186,316 199,619 

前払費用の増減額（△は増加） △50,851 △99,259 

未収入金の増減額（△は増加） △111,360 △5,043 

その他 118,055 79,797 

小計 956,377 824,576 

利息及び配当金の受取額 1,470 1,362 

利息の支払額 △42,935 △48,406 

法人税等の支払額 △251,965 △182,892 

営業活動によるキャッシュ・フロー 662,947 594,639 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出 △2 △3 

固定資産の取得による支出 △23,190 △45,304 

貸付けによる支出 △1,798 △2,400 

貸付金の回収による収入 1,695 1,894 

その他 △1,164 △9,152 

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,460 △54,965 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 500,000 400,000 

長期借入れによる収入 100,000 － 

長期借入金の返済による支出 △256,950 △279,150 

リース債務の返済による支出 △136,352 △148,099 

自己株式の取得による支出 △420 △529 

配当金の支払額 △94,625 △126,028 

財務活動によるキャッシュ・フロー 111,652 △153,806 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 750,138 385,866 

現金及び現金同等物の期首残高 1,079,383 1,671,330 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,829,522 ※１ 2,057,197 
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【注記事項】

（追加情報）

（財務制限条項）

 長期借入金（一年以内返済予定額を含む）の一部（金銭消費貸借契約による借入残高2,460,250千円）について財

務制限条項がついております。当該条項は以下の通りであります。

・2016年３月期決算以降、各連結会計年度の末日及び第２四半期連結会計期間の末日における連結貸借対照表の純

資産の部の金額を2015年３月末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額の80％以上に維持すること。な

お、「純資産の部の金額」とは、連結貸借対照表の純資産の部の金額から優先株式による資本金額を除き、退職

給付会計基準の改正に伴う連結貸借対照表の純資産の部の減少金額を加えた金額とする。

・2016年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各連結会計年度における連結損益

計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、これに関する最初の判定は、

2017年３月期決算及びその直前の期の決算を対象として行われる。

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。 
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 当座貸越契約及びコミットメントライン契約

 提出会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行12行と当座貸越契約、取引銀行１行と

コミットメントライン契約を締結しております。

 これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

当座貸越極度額及びコミットメントラ

イン契約の総額
2,940,000千円 2,940,000千円

借入実行残高 1,400,000千円 1,800,000千円

差引額 1,540,000千円 1,140,000千円

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形等 

 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処理して

おります。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形等が、四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

受取手形 58,520千円 57,087千円

電子記録債権 19,133千円 30,586千円

支払手形 670,350千円 649,438千円

設備関係支払手形(流動負債その他) 1,247千円 291千円

 

  ３  受取手形割引高 

 
前連結会計年度 

（2018年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 

（2018年12月31日） 

受取手形割引高 301,261千円 301,060千円 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自  2017年４月１日

至  2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年12月31日）

現金及び預金 1,829,522千円 2,057,197千円

現金及び現金同等物 1,829,522千円 2,057,197千円
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（株主資本等関係）

 前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日 至2017年12月31日）

  配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年５月12日

取締役会
普通株式 95,092 15 2017年３月31日 2017年６月７日 利益剰余金

 

 当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年12月31日） 

  配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月11日

取締役会
普通株式 126,770 20 2018年３月31日 2018年６月６日 利益剰余金

 
 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日 至2017年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自2018

年４月１日 至2018年12月31日）

  当社グループの報告セグメントは単一でありますので、記載を省略しております。 

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

１株当たり四半期純利益 32円09銭 82円82銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 203,438 524,902

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
203,438 524,902

普通株式の期中平均株式数（株） 6,339,130 6,338,056

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

（重要な訴訟事件等）

 提出会社は、2010年６月、公正取引委員会より、シャッター等の販売及び受注に関し独占禁止法第３条に違反する

行為があるとして、排除措置命令及び課徴金納付命令を受けております。

 この排除措置命令及び課徴金納付命令については、その内容において提出会社と解釈が異なり、承服できないとこ

ろがありますので、2010年７月に公正取引委員会に審判手続開始を請求し、現在審判中であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月７日

東洋シヤッター株式会社 

取締役会 御中 

 

栄監査法人 

 

 
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 玉  置  浩  一  印 

 

 
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 清  水  章  夫  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋シヤッター

株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋シヤッター株式会社及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役岡田 敏夫は、当社の第64期第３四半期（自 2018年10月１日 至 2018年12月31日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


